
第 1５回 災害対策本部会議 次第

平成 31 年１月 24 日（木）14 時 00 分～ 

札幌市災害対策本部 

（本庁舎 16 階第一特別委員会会議室） 

１．被害の概要、対応状況のまとめ 

２．対応済の取組について 

３．検証作業の状況について 

４．今後の復旧・復興支援について 

５．本部長訓示



被害の概要・対応状況のまとめ（暫定版）

平成 31年１月 24日

危機管理対策室
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北海道胆振東部地震 被害の概要

１ 地震の概要

平成 30 年９月６日午前３時７分、胆振地方中東部でマグニチュード６.７の地震

が発生し、同日３時８分に厚真町で震度７、安平町、むかわ町で震度６強、札幌市

東区、千歳市、日高町、平取町等で震度６弱を観測した。 

【札幌市内の観測震度】

○震度６弱：東区 ○震度５強：北区、白石区、清田区、手稲区 ○震度５弱：

厚別区、豊平区、西区 ○震度４：中央区、南区
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２ 被害状況 

 人的被害（１月 23 日現在） 

   地震による人的被害は、死者２名、負傷者 297 名となった。 

○人的被害 

  死 者 ２名（うち災害関連死１名）

負傷者 

重傷 １名 

軽傷 
81 名 （地震による負傷者） 

215 名（地震に関連する負傷者） 

 物的被害（１月 23 日現在） 

   建物被害は、全壊、半壊及び一部損壊を合わせて住家被害が、5,203 棟（非住家

被害は、218 棟）が発生するなどの甚大な被害となった。 

○住家等被害 

住 家 非住家 総 計 

全 壊 95 ７ 102 

半 壊 688 24 712 

一部損壊 4,420 187 4,607 

総 計 5,203 218 5,421 

 各地区の状況 

清田区里塚地区 
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 ライフライン等の被害状況 

項 目 状  況 

電気 市内全域停電 

水道 断水件数 15,941 件（37,250 人）※最大件数 

下水道 管路が破損（管路延長 12.9km） 

道路 

通行止め 27 件（中央区・北区・東区・白石区・厚別区・豊平区・

清田区・南区） 

通行規制  ７件（白石区・豊平区） 

平岡公園

東 15 丁目屯田通 北 35 条西４丁目付近
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電車 

（市営） 

地下鉄  全線運休（７日運転再開） 

路面電車 全線運休（７日運転再開） 

ＪＲ 全線運休（９月７日から順次運行再開） 

バス 全線運休（９月７日から順次運行再開） 

丘珠空港 三沢便のみ運休（９月７日に運行再開） 

新千歳空港 国内線・国際線 全便欠航（９月７日から順次運行再開） 

通信 固定電話、携帯電話とも、市内一部のエリアで通信不可 

 市有施設の被害状況 

ア 札幌市立学校（園）の被害状況 

・公立の教育施設：212 施設で一部損壊等の被害が発生。 

イ その他の施設 

市内の停電状況
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    ・体育施設：平岸プール、厚別陸上競技場、藤野屋外スポーツ交流施設、麻

生球場、東区体育館、中央体育館、清田区温水プール、美香保体

育館、白旗山競技場、つどーむ、札幌ドームで、天井パネルの落

下等の被害が発生するほか、月寒体育館、星置スケート場、カー

リング場では、停電による冷凍機の停止より、リンクが解氷する

などの被害が発生。 

    ・清掃工場：駒岡清掃工場、山口処理場で被害が発生。 

特に、駒岡清掃工場では、エレベーターの故障や、上水配管破損、  

停電による２炉停止などの被害が発生。 

    ・区役所等：34 施設で外壁のひび割れや窓ガラスの破損などの被害が発生。 

    ・市営霊園：多数の墓石等が倒壊 

３ 避難者と開設避難場所 

  避難者は、９月７日に最大 10,297 人（外国人観光客を含む）となった。 

  また、開設した避難場所は、９月６日に最大 300 箇所であった。 
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ダンボールベッド            間仕切り 避難場所（区体育館）の様子 

外国語表示              食料の状況 

避難場所（小学校）の様子 
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支援により設置されたトイレの状況 

避難場所での新聞の提供       トイレを流す水 

食料の状況 備蓄と支援物資の状況 
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災害対策本部の対応状況

１ 札幌市の災害対応体制

札幌市では、地域防災計画に基づき市域に震度５弱以上の地震が発生した場合、

市役所本庁舎 12 階会議室に「災害対策本部」が設置され、各区役所に「区災害対策

本部」が設置される 

  平成 30 年９月６日３時７分の地震発生直後、市役所 12 階に市長を本部長とする

市災害対策本部が設置され、第二非常配備体制が自動的に発令となった。 

２ 対応状況 

 本部事務局 

月日 時間 対 応 時間 他の動き

9/6（木）

3:07 

地震発生 震源地胆振地方中東

部 深さ 37km マグニチュー

ド 6.7 

3:08 

札幌市で最大震度５強の地震観

測

札幌市災害対策本部設置（第二非

常配備体制）

3:09 北海道災害対策本部設置

3:25 
道内全域の 295 万戸が停電（ブラックア

ウトに至る）

5:00 
札消ヘリ、石狩 HP を離陸（市内

の被害状況確認）
5:08 

市立全学校休校決定

（幼、小、中、高、特、中等教育）

6:00 第１回災害対策本部会議 6:45 水道局本局庁舎で応急給水開始

6:55 
・市内児童会館、ミニ児童会館休館

・市立保育園、断水などの影響で部分開園

7:30 全基幹避難所開設指示 7:00 第１回北海道災害対策本部員会議

7:25 

・丘珠空港 一便のみ欠航、管制塔は問題

なし

・千歳空港 ターミナルビル終日閉鎖（全

便欠航）

・JR 北海道は、全線運休
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時間 対 応 時間 他の動き

9/6（木）
9:00 SapporoCityWi-Fi 開放

10:00 第２回災害対策本部会議 9:24 新潟市の先遣隊出発、9/7 朝到着予定

15:30 第３回災害対策本部会議 10:55 石狩振興局リエゾン到着

15:55 
LP ガス協会に対し、協定に基づ

く対応を要請
15:00 第２回北海道災害対策本部員会議

16:25
自衛隊の災害派遣要請（陸上自衛

隊第 18 普通科連隊）
15:50

電源供給車 1 台提供 医療政策課で使用

調整

災害救助法の適用：道内 179 市町村（35 市

129 町村 15 村）

22:00 第４回災害対策本部会議

9/7（金）

8:00 第５回災害対策本部会議 9:00 新潟市の先遣隊到着

10:25 
ハイヤー協会との協定に基づく

要請

16:00 第３回北海道災害対策本部員会議 

20:00 第６回災害対策本部会議

9/8（土）

13:00 
本部長視察(清田里塚地区及び平

岡南小学校) 
0:13 概ね市内全域に電力供給

15:00

各局（区）庶務担当部長会議

・災害概況 ・各局（区）への依

頼事項について

16:00 第４回北海道災害対策本部員会議 
18:00

第１回清田区里塚地区における

地震被害対策会議

20:00 第７回災害対策本部会議

9/9（日） 19:00 第８回災害対策本部会議

月日 

9/6（木）
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月日 時間 対 応 時間 他の動き

9/10（月）

り災証明 手続き開始

・窓口 市税事務所

16:00 第６回北海道災害対策本部員会議 
16:30 第９回災害対策本部会議

21:35 第一非常配備体制へ移行

9/11（火） 16:30 第 10 回災害対策本部会議 16:00 第７回北海道災害対策本部員会議

9/12（水）

被災者台帳作成開始

被災者支援室の設置

清田区里塚地区市街地復旧推進

室の設置

14:00 

臨時市長記者会見

・平成 30 年北海道胆振東部地震

に伴う災害の現状報告と今後の

取組み

17:30 第 11 回災害対策本部会議

9/13（木）

災害救助法現地説明会（内閣府）

17:30 第８回北海道災害対策本部員会議 

19:00 
第１回清田区里塚地区の市街地復旧に向

けた地元説明会 

9/14（金） 被災者生活再建支援法の適用：札幌市

9/16（日） 17:45 第９回北海道災害対策本部員会議

9/17（月） 2:51 最大震度４の余震発生

9/18（火） 8:50 第 12 回災害対策本部会議

9/19（水） 17:30 第 10 回北海道災害対策本部員会議

9/26（水） 13:00 第 13 回災害対策本部会議 17:40 第 11 回北海道災害対策本部員会議

10/3（水） 8:45 臨時総合申請窓口を設置
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月日 時間 対 応 時間 他の動き

10/5（金） 18:00 第 12回北海道災害対策本部員会議

10/18（木） 19:00 
第２回清田区里塚地区の市街地復旧に向

けた地元説明会 

10/23（火） 10:15 第 14回災害対策本部会議

11/1（木） 17:40 第 13回北海道災害対策本部員会議

11/15（木） 19:00
第３回清田区里塚地区の市街地復旧に向

けた地元説明会

11/30（金） 17:15 臨時総合申請窓口を閉鎖

12/19（水） 19:00 
第４回清田区里塚地区の市街地復旧に向

けた地元説明会

12/28（金） 17:30 北海道災害対策本部解散

1/24（木） 14:00 第 15回災害対策本部会議 

 本部各部・各区本部 

  章末に記載（省略） 

 被災者支援室、清田区里塚地区市街地復旧推進室 

 ア 被災者支援室 

  ① 設置日 

    平成 30 年９月 12 日（水） 

② 目的 

    被災者の今後の生活に対する不安を解消し、一日も早く日常生活を取り戻

災害対策本部の状況 災害対策本部会議の状況



12 

せるよう、各種生活支援制度等に関する情報提供と適切な運用、各種相談へ

の対応について、総合的・一体的かつ迅速に行うべく設置。 

  ③ 主な業務 

   ・生活支援制度等の情報提供 

   ・支援制度に係る総合的な調整 

   ・総合相談窓口の設置 

 イ 清田区里塚地区市街地復旧推進室 

  ① 設置日 

    平成 30 年９月 12 日（水） 

  ② 目的 

    地盤が大きく沈下し、道路・水道・住宅などに被害が集中して発生してい

る清田区里塚地区において、被災者が一日も早く日常生活を取り戻せるよう、

９月８日に立ち上げた「清田区里塚地区における地震被害対策会議」の取組

みの一環として、原因の究明などを行う専任チームを設置。 

  ③ 主な業務 

   ・被害が発生した原因究明 

   ・今後の市街地復旧に向けた検討 

３ 関係機関等との連携及び支援 

 災害救助法の適用 

  ○平成 30 年９月６日 北海道告示第 10802 号 

   災害救助法施行令第１条第１項第４号の規定により、「平成 30 年北海道胆振地

方中東部を震源とする地震」に係る災害に関し、北海道内１７９市町村（35 市 129

町 15 村）の区域を災害救助法による救助を実施する区域として指定される。 

適用された事務

避難所の設置

応急仮設住宅の供与

炊き出しその他による食品の給与

飲料水の供与

被服、寝具その他の生活必需品の給与又は貸与

医療

被災者の救出

被災した住宅の応急修理

学用品の給与（教科書）

学用品の給与（その他の学用品）

死体の捜索
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死体の処理

障害物の除去

輸送費及び資金職員等雇上費

 被災者生活再建支援法の適用 

  ○平成 30 年９月 14 日 北海道告示第 10835 号 

   被災者生活再建支援法第２条第２号及び同施行令第 1 条第２号に定める自然

災害に、下表のとおり住宅被害が認められたため、９月６日（木）から被災者生

活再建支援法が適用となった。 

該当区域 
支援法 

適用日 

適用基準 

（支援法施行令） 

住家被害（世帯） 

全 壊 半 壊 

札幌市 ９月６日 第 1 条第２号 １０以上 - 

 自衛隊の災害派遣要請 

ア 要請の経緯 

    地震発生にともない、開設した避難所へ飲料水や食品の輸送を行う必要が生

じたが、協定を締結している民間事業者のドライバー等が被災したことに加え、

停電により交通機関が麻痺したことにより事業所への参集が遅れたため避難

場所への物資の輸送が遅れる懸念があった。 

そのため、物資の輸送協力を得るため、９月６日（木）に緊急的に自衛隊へ

の派遣要請を行った。 

  イ 輸送実績 

・部 隊 第 18 普通科連隊 

   ・人 員 延べ約 230 人 

   ・車 両 延べ約 80 両 

   ・期 間 ９月６日～８日 

   ・配送物 飲料、食料 

   ・配送先 避難場所・区役所等 約 40 ヶ所 

物資の輸送
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ウ 入浴実績 

   後方支援隊により避難場所の開設が長期間となった清田区の平岡南小学校

で入浴支援を受けた。 

エ 燃料給油実績 

真駒内駐屯地業務隊により札幌市内の６箇所の病院が、軽油を合計 791リッ
トル給油支援を受けた。 

月 日 時 間 
入 浴 者 

男性 女性 要介護者 合計 

９ 

８ 13:00～21:00 55 69 ‐ 124 

９ 12:00～21:00 79 58 ‐ 137 

10 12:00～21:00 32 26 5 63 

11 12:00～21:00 23 27 ‐ 50 

合計 35 時間 189 180 5 374 

入浴施設内側             洗濯機

避難場所に入浴施設を設置



平成31年1月24日現在○

№ 項 目 内 容

1 学校施設の停電対策

概　要：小型発電機を各施設に１台配備し、連絡手段の確保等に備える（小・中学校は基幹避難所）
仕　様：燃料…ガソリン、出力…2.5kVA
数　量：133校に配備（H30既往予算により年度内に納入予定）
　　　　　　※H31年度は残る182校に配備予定（小・中・高・中等・特支・幼の計315校）

2 保育所・児童会館の停電対策
概　要：札幌市が所管する保育所や児童会館に蓄電池等の非常用電源を配備し、停電時における連絡手段の確保等に備える
公立保育所・児童会館：H30既往予算で対応中
私立保育所：H31以降の対応に向けて検討中

3 民間ビル入居部局の停電対策

目　的：停電時、民間ビルに入居している本市部局が事務処理を行うことができるようにする
概　要：本庁舎周辺の本市部局が入居している民間ビルが停電した際に臨時事務室として利用できる機能を本庁舎
　　　　　　共用会議室に設ける
整備日：平成31年3月31日までに整備完了予定

4 停電時におけるコールセンターの稼動
目　的：停電時においても、災害時に市民対応の窓口となるコールセンターを運営できる体制の整備
概　要：本庁舎外に設置しているコールセンターが、停電によって運用不可能となった場合に備え、臨時のコールセンターが
　　　　 　 運営可能となる場所及び設備を本庁舎内に準備しておき、コールセンター機能を維持する

5
「災害時における建設機械器具の支援
に関する協定」締結

締結先：一社）日本建設機械レンタル協会北海道支部、同札幌地区部会
目　的：災害時、三者で連携し、円滑な災害応急対策を実施する
概　要：発電機、照明器具や暖房器具等の優先的な支援
締結日：平成30年12月10日

6
「災害時における旅行者の受入れ等に
関する協定」締結

締結先：札幌市内ホテル連絡協議会、札幌ホテル旅館協同組合、定山渓温泉旅館組合
目　的：災害時、旅行者が安全に滞在できる場所を提供し、必要な支援を実施する
概　要：【宿泊施設】宿泊者等に対する客室等の滞在場所、食糧・寝具の提供、宿泊施設相互間での宿泊者等の受入れ
　　　　　　　　　　　　　及び物資の相互融通等の連携協力
 　　　　　 【札幌市】　 旅行者用一時滞在施設の提供、宿泊施設及び旅行者用一時滞在施設への多言語での情報提供
締結日：平成31年１月15日

7 札幌市地震防災マップの全戸配布
地震災害に対する備えを改めて啓発するため、地震防災マップを一部改訂のうえ、平成30年11月～12月にかけて
市内全戸約104万戸に配布。

8 各種マニュアル等の見直し 各局（区）において、それぞれの課題に対し、マニュアル等の修正・更新を行っている。

対応済の取組について



検証作業の状況について 

１ 目的 

北海道胆振東部地震の発生に伴う本市の一連の対応については、避難所の迅速な

開設・円滑な運営、市民への災害に関する情報発信など、様々な課題が浮き彫りと

なったところであり、こうした課題の整理を行うとともに改善策を検討し、本部の

運営体制及び地域防災計画や各種マニュアルなどの修正や見直しを行うことで、今

後の防災体制の一層の強化を図ることを目的とする。

２ 手順 

   検証の実施にあたっては、各局区の対応状況調査、市民アンケート調査に加え、

出前講座時に聴取した意見や電話やメールにより寄せられた意見及び報道機関から

の指摘事項などを基に、全市的な課題を抽出するとともに、これに対する改善策の

検討を行う。また、検証の過程においては、有識者からの助言を受ける予定。

３月 

１月～２月

１２月

問題点の集約

課題の抽出・整理

改善策の検討

報告書として取りまとめ 

札幌市防災会議で報告

本市各局区の 

対応状況検証 市民アンケート 市民の声 
出前講座での聴き取り 

胆振東部地震の意見交換会 
電話・ﾒｰﾙで寄せられた意見等 

報道機関から 

の指摘事項 

有識者の助言 

１月～2 月

課題の漏れの有無 

改善策の内容等 



　１　職員の参集

　２　災害対策本部の運営

　３　避難所の開設・運営

　４　市民等への情報提供

　５　被災者支援

　６　観光客を含む帰宅困難者対策

　７　停電による影響

　８　その他

　　○ 初動期（発災初期）における輸送手段等の確保
　　○ 物資供給システムの見直し
　　○ 委託業者等との情報共有体制や災害時における対応の整理
　　○ 災害時における車両の使用、運転ルールの整理

　　○ 一時滞在施設の運営体制の確立
　　○ 多言語支援の充実

　　○ 停電時における庁舎・施設等の機能の確保
　　○ 停電時における情報伝達・情報収集手段の確保
　　○ 避難所の停電対策
　　○ 携帯電話の充電対応
　　○ 燃料の手配

主な課題

　　○ 動員体制や非常配備体制、連絡手段等の周知徹底
　　○ 応援協定の実効性の確保とタクシーを利用できない場合の代替手段の確保
　　○ 実災害時を想定した計画・マニュアル等の整備

　　○ 暫定的に作成した被災者台帳の本格整備と活用
　　○ 被災者台帳等を活用した各種救済制度適用状況の共有
　　○ 被災者支援に関する各種取組みを総括する体制の整備と地域防災計画への位置付け

　　○ 効率的な災害対応を行うための機材やレイアウトの整備
　　○ 情報連絡員に求められる役割や活動要領の明確化
　　○ 効率的で漏れのない情報共有体制の確立
　　○ 所管業務や役割分担の明確化
　　○ 災害対策本部と医療対策本部との情報共有体制の確立
　　○ 応援部及び応援職員の迅速・効果的な活用
　　○ 応援協定の実効性の確保と庁内への周知徹底、代替手段の検討
　　○ 災害対応の長期化を想定した体制の構築と規程の柔軟な運用

　　○ 暗証番号キーボックスの運用ルールの周知徹底と見直し
　　○ 避難所開設に係る具体的な手順やそのための準備、物品等の整備
　　○ 避難所における必要物資の的確な把握と手配
　　○ 避難所運営ルールの見直しと職員及び市民への周知
　　○ 職員の避難所運営能力の向上
　　○ 防災行政無線の使用方法や取扱上の注意事項等の周知徹底
　　○ 避難所の集約・閉鎖に関する考え方の整理
　　○ 避難所運営に係る職員体制の整理
　　○ 備蓄物資の内容や備蓄庫の環境の改善
　　○ 地域避難所の位置付けや開設時のルール等の周知徹底
　　○ 福祉避難場所の運用方法の検討と市民への周知

　　○ 来庁者等に対する情報提供手段の確立
　　○ ホームページや防災アプリ等を活用した情報提供体制の充実
　　○ 広報車による情報提供のあり方の見直し
　　○ 民間事業者等への情報提供のあり方の整理
　　○ 安否情報や人的被害（死者情報等）の公表に係るルールの明確化


























